
確定拠出年金連絡会議 ( 第 「 3 回 ) 

平成 1 7 年 3 月 2 4 日 ( 木 ) 1 0 時 ～ 1 2 時 

於 厚生労働省専用第 2 2 会議室 (1 8 階 ) 議 勇次 

1 . 開 会 

2. 議 事 

確定拠出年金の 施行状況について 

投資教育について 

その他 

3. 閉 会 

[ 配布資料 ] 

資料   確定拠出年金連絡会議 開催 要網 

資料   確定拠出年金の 施行状況 

資料   確定拠出年金制度における 投資教育について 

資料 4 「確定拠出年金制度の 実態調査」 ( 平成 1 6 年度調査 ) の概要 

資料   投資教育の考え 方について 

資料   確定拠出年金連絡会議議事録 ( 第 1 2 回 ) 
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貸料Ⅰ 

確定拠出年金連絡会議 開催要綱 

1 . 趣旨 

確定拠出年金制度は ，平成 1 3 年 1 0 月に施行されて 以来着実な進展を 遂げており、 

今後実施企業数及 び 加入者数は本格的に 拡大していくものと 考えられる。 

        した状況の下、 確定拠出年金制度が 国民の老後の 所得保障の一翼を 担うものとし 

て 定着していくためには、 その導入実態を 踏まえ、 専門的な観点から 意見交換を行って 

いくことが重要であ る。 

このため、 確定拠出年金実施企業を 中心に、 導入された年金プランに 関する実態調査 

を 行 う とともに・実務面の 課題等について 専門的な観点から 意見交換を行 う ため、 確定 

拠出年金実施企業の 担当責任者等の 参集を求めて ，「確定拠出年金連絡会議」を 開催す 

ることとする。 

2. テーマ 

(1 ) 確定拠出年金実態調査の 実施 

導入された年金プランの 概要、 投資教育や資産運用等の 状況のほか、 実務面に関す 

る意見や要望などについて、 実施企業及び 加入者を対象に 実態調査を行 う 。 

(2) 関係者からのヒアリンバや 意見交換 

確定拠出年金をめぐる 実務的な課題等を 中心に、 関係者からのヒアリンバや 意見交 

換 を行 う 。 

3. 会議の運営 

(1) 全課 は 、 厚生労働省年金局企業年金国民年金基金課長が ，確定拠出年金実施企業 

の 担当責任者等の 参集を求めて 開催する。 

(2) 会議の議事については、 別に会 護 において申し 合わせた場合を 除き、 公開とする。 

(3) 会議の庶務は、 厚生労働省年金局企業年金国民年金塞全課において 行 う 。 

4. 会議の参集者 

会話の参集者は、 別紙のとおりとする。 
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資料 2 

確定拠出年金の 施行状況について 

平成 1 7 年 2 月 2 8 日現在 

厚生労働省年金局 

0  企業型年金の 規約数等 

  企業型年金承認規約数 

  企業型年金加入者数 

  実施事業主 数 

Ⅰ， 26 0 件 

約 1, 1 91 千人 ( 平成 1 7 年「月末 )( 速報値 ) 

3. 7 9 1 社 

0  個人型年金の 加入者等 ( 平成 1 7 年 ] 同 3 1 日現在 ) 

  第 1 号 加入者 1 9, 48 1 名 

  第 2 号加入者 2 2, 8 6 6 名 

計 4 2, 3 4 7 名 ( 資格喪失者を 除く ) 

  事業所登録 1 9, 5 9 9 事業所 

( 注 ) 個人型年金の 第 2 号加入者 ( 厚生年金保険の 加入者 ) となる場合は ，あ ら 

かじめ使用されている 適用事業所の 登録を行 う 必要があ る。 

0  登録運営管理機関 6  9  3  ネ土 
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0  企業型年金規約数 
( 内訳 ) 

① 規約単位の従業員数 (1 , 26 0 件 ) 

99 人以下 3  0  8  件 (24%) 

100  人～ 299  人 3  1  9  件 (25%) 

300  人～ 999  人 3  1  5  件 (25%) 

1,000  人以上 3  1  8  件 (25%) 

② 実施法人単位の 従業員数 (3  .  7  9  1  社 )   2  ,  1  7  4  社 (57%) 

100 人～ 299 人 7  5  5  社 (20%) 

300  人～ 999  人 4  8  7  社 (13%) 

1,000  人以上 3  7  5  社 (]0%) 

0  企業型年金加入者数 約 1, 1 91 千人 ( 平成 1 7 年 ] 月末 ) ( 速報 禰 

0  運用商品 ( 品目敏 ) 

300  人未満 300 人以上 全 体 

平 均 1@ 2 Ⅰ 5 Ⅰ 3 
  

最 多 4@ 2 4@ 5 4@ 5 

最 少 3 3 3 

0  運用商品の内訳 ( 平均品目抜 ) 

300  人未満 300  人以上 全 体 
  

預 貯 金 Ⅰ・ 4 2. 「 Ⅱ． 8 

Ⅰ - 一 イコ - 一 託   O. 5 O. 6 O. 6 

有価証券 8. 3 Ⅰ 0 、 Ⅰ 9. 2 

生保・損保 Ⅰ・ 4 2 、 O Ⅰ ， 7 

光 信託 : 金銭信託 

米
 

有価証券 : 金銭信託以外の 証券投資信託等 

2
 

  



O
 

掛金 ( 円 / 年額 ) ( 規約上の掛金 ) ( 特別事情の場合等を 除く。 ) 
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552 ， 000   552 ， 000   552 ， 000 

2, 0 0 0 Ⅰ， 2 0 0 Ⅰ， 2 0 0 

米 平均値は加入者数を 考慮しない単純平均で 算出。 

他 制度からの資産移換 

300 人未満   全 体 

厚年基金 0 2@ 3 2@ 3 

Ⅰ 崔ぅ E % 台イ寸 O 3 3 

適格退職年金 2 7 6 2 Ⅰ 7 4 9 3 

退 職 金 5@ 0 Ⅰ 2 O Ⅰ 7 O 

厚年基金・適年 0 5 5 

厚年基金・退職金 0 6 6 

適年・退職金   8 0 9 4 1 7 4 

軸 軸 ・ 韓 ・ 退蜂 O 6 6   
確定 紬付 1 適年 1 退校 余 O Ⅰ l く 11 

たしよ 2 2 Ⅰ Ⅰ 5 8 3 7 9 

計
 

627   633@ 1 1, 260 
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他の企業年金の 有無 

300 人未満   全 体 

厚年基金 1 6 0 Ⅰ 3 2 2 9 2 

確定給付 1 O Ⅰ O 6 1@ 1@ 6 

適格退職年金 2@ 7 6@ 2 8@ 9 

私学共済 O Ⅰ l Ⅰ ll 

厚年基金・確定給付 0 1  1 1  1 

厚年基金・適年 1  1 2@ 5 3@ 6 

確定給付・適年 Ⅰ l 2 3 

ま ヵ し 4 Ⅰ 8 2 9 4 7 1 2 

・ @ Ⅱ Ⅰ 十 6 2 7 6 3 3 Ⅰ， 2 6 0 
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掛金の上限額が 限度額に達している 規約数 

上限額 ( 円 ) 300  人未満 300  人以上 全 体 

5 5 2 ， 0 0 0 3@ 5 5@ 4 8@ 9 

2 7 6 ， 0 0 0 2@ 6 6@ 8 9@ 4 

計 6 Ⅰ 「 2 2 Ⅰ 8 3 
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